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プレストレストコンクリート建築物の保有水平 
耐力計算における部材種別判定について

谷　昌典＊

1．は じ め に

PC造建築物の構造設計においては，1981年の法改正で
導入された二次設計の保有水平耐力計算への対応として，
日本建築センター「プレストレストコンクリート造設計施
工指針 1983年版」1）（以下，PC設計施工指針）で従来の
終局強度設計を保有水平耐力計算と同等の設計法（ルート
3a）として位置付けるとともに，PC造建築物を対象とした
保有水平耐力計算として新たにルート3bが示され，構造特
性係数 Dsを決定するための部材種別の判定方法が併せて
提示された。その後，2007年の告示改正に対応する形で
出版された「2009年版プレストレストコンクリート造技
術基準解説及び設計・計算例」2）（以下，PC技術基準解説）
では，RC部材の判定基準を準用する方法が提示された。

RC部材に関しては，2016年に発刊された日本建築学会
「鉄筋コンクリート構造保有水平耐力計算規準（案）・同解
説」3）（以下，RC保有水平耐力規準）において，限界変形に
関する既往の実験データを用いた検討に基づき，FA部材
が有する変形性能の目安が示された。また，現行基準では
FA部材と判定されない場合でも，FA部材の変形性能と同
等の変形性能を有するための条件も併せて提示された。
現在，日本建築学会で作成が進められている「プレスト
レストコンクリート造建築物の保有水平耐力計算指針
（案）・同解説」（以下，PC保有水平耐力指針）では，RC保
有水平耐力規準と同様に，PC部材の限界変形に関する既
往の実験データを収集し，PC技術基準解説に基づく部材

種別と限界変形の関係について検証が進められており 4），
本稿では PC梁および柱部材を対象とした検証結果につい
て概説する。なお，本稿の内容はデータの見直しや再検討
により今後変更される可能性があることを了解頂きたい。

2．PC 部材の部材種別判定基準

現行基準の検証を行うにあたり，PC部材の部材種別判
定基準について，過去のものも含めて振り返ってみたい。
PC設計施工指針では，表 - 1に示すとおり，鋼材係数 qN 

（式⑴）と限界鋼材係数 qcr（式⑵）の比，破壊モード，曲
げ拘束筋配筋により部材種別を判定している。鋼材限界係
数は，曲げ拘束筋量，コンクリート圧縮強度，緊張材降伏
ひずみから，コンクリートの圧縮ひずみが限界圧縮ひずみ
に到達したときに緊張材が降伏ひずみに達することを条件
に導出されたものである。一方，PC技術基準解説では，せ
ん断応力や付着に基づく基準の必要性や RC部材との連続
性を勘案して，表 - 2に示すRC部材に準じた部材種別判定
基準が提示された。これにより，梁部材ではプレストレス
の影響が考慮されなくなったことに加え，曲げ拘束筋の効
果も判定基準に含まれなくなった。なお，断面のモーメン
ト−曲率関係の数値解析や実験などの特別な調査研究結果
に基づいて部材種別を判定すれば，曲げ拘束筋による曲げ
靭性の改善を考慮することも可能とされているが，部材種
別を判定する際の具体的な変形性能の設定が問題となる。

　　qN＝（As fsyN＋Ar f ryN）/（bDFc） ⑴　

　　　　　　 1　　　　　　　pwr2　　1.8　　qcr＝─────×　35×───＋── （2-1）　　　　　　θu×103　　　　　Fc
0.9　　Fc

0.2

　　θu＝α・f syN /Es＋0.002−（β・f syN /Es＋f ce /Ec） （2-2）　

ここで，As：緊張材全断面積（cm2），Ar：引張側普通鋼材断面積 
（cm2），fsyN，fryN：緊張材および普通鋼材の保証降伏点応力度（kgf/
cm2），b，D：部材幅およびせい（cm），Fc：コンクリート設計基
準強度（kgf/cm2），pwr：部材端部から1.5Dの範囲に配置される曲
げ拘束筋比（%），α：PC鋼材の実降伏点応力度と保証降伏点応力
度との比（とくに資料のない場合は 1.15），β：PC鋼材の有効プレ
ストレス応力度と保証降伏点応力度との比，fce：PC鋼材重心位置
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におけるコンクリートの有効プレストレス応力度（kgf/cm2），Es，
Ec：PC鋼材およびコンクリートの弾性係数（kgf/cm2）である。

3．現行の部材種別判定基準の検証

3.1　実験データベースの概要
PC保有水平耐力指針は，これまで明示されていなかっ
た PC造建築物の保有水平耐力計算の一連の設計法に関す
る最新の情報を示すことを目的としている。現行の基準で
判定された部材種別と変形性能の検証を行うために，PC
柱および梁部材を対象とした既往の実験データを収集し，
実験データベースを構築した。対象とした文献は，1976
〜2015年に刊行された，日本建築学会構造系論文集，コン
クリート工学年次論文集，日本建築学会大会学術講演梗概
集，PC工学会プレストレストコンクリートの発展に関す
るシンポジウム論文集などである。データベースの作成に
あたっては，日本建築学会 PC部材構造性能小委員会，PC
耐震設計小委員会の各委員の協力を得た。

3.2　部材種別と限界変形の関係（梁部材）
⑴　収集データ概要
前述の論文集などから PC造梁部材実験に関する 39編

を収集し，249体の梁試験体のデータを抽出して実験デー
タベースを構築した。非対称断面を有し，正負繰返し載荷
を受けた試験体 6体については，正載荷時と負載荷時を別
の試験体としてカウントし，対象試験体数はのべ 255体 
（ボンド 192体，アンボンド 63体）である。実験変数の頻
度分布などの詳細は文献 4）を参照されたい。

表 - 1　部材種別判定基準（PC 設計施工指針 1））

部材種別 FA FB FC FD

共通条件 想定される破壊モードが曲げ破壊であること

左記
以外

qNの上限 qcr 1.1 qcr 1.2 qcr

曲げ
拘束筋
最小量

材端部から 1.5Dの範囲に D10以上の鉄筋を
10cm以下，主筋径の 6倍以下及び D /4以下
の間隔で配置する

表 - 2　部材種別判定基準（PC 技術基準解説 2））

部材種別

柱
お
よ
び
は
り
の
区
分

条件 FA FB FC FD

破壊の形式

せん断破壊，付着割裂破壊及び圧縮破
壊その他の構造耐力上支障のある急激
な耐力低下のおそれのある破壊を生じ
ないこと FA，F B，

または FC
のいずれに
も該当しな
い場合柱

h0/D 2.5以上 2.0以上 −
σ0/Fc 0.35以下 0.45以下 0.55以下
pt（%） 0.8以下 1.0以下 −
τu /Fc 0.1以下 0.125以下 0.15以下

はり τu /Fc 0.15以下 0.2以下 −

ここで，h0：柱内法高さ（mm），D：柱せい（mm），σ0：柱断面に生
ずる軸方向応力（有効プレストレス力も考慮）（N/mm2），pt：引張鉄筋
比（%），Fc：コンクリート設計基準強度（N/mm2），τu：柱またはは
りの断面に生ずるせん断応力（N/mm2）（応力中心間距離は 0.8Dとし
てよい），各記号の詳細な定義は文献 2）を参照のこと。

⑵　検 討 結 果
収集した試験体のうち 178体を対象に，部材種別と変形
性能の関係について検討を行った。なお，PC部材の履歴

吸収エネルギーの性状は，プレストレス力が大きくなるに
従って RC部材とは異なるものとなるため，RC部材と Ds

値が同一な PC部材に要求すべき変形性能には検討の余地
がある。しかし，現状では十分な知見が無いため，RC部
材の FA梁部材の変形性能の目安とされている限界変形角
2.5 % 3）を基準とする。本検討では，曲げ終局耐力時せん
断力 Qmu（= Mu/a，a：せん断スパン）およびせん断終局耐
力 Qsuはそれぞれ式⑷ 5）および式⑸ 2）により算出した。

　　Mu＝Tpc・dpa＋Tpy・dpb＋Tsy・dt−Csy・dc

　　　　−（Tpc＋Tpy＋Tsy−Csy）・k2・xn ⑷　

ここで，Tpc：圧縮側 PC鋼材引張力（有効プレストレス力）（N），
Tpy：引張側 PC鋼材引張力（降伏時引張力）（N），Csy：圧縮側鉄
筋降伏時圧縮力（N），Tsy：引張側鉄筋降伏時引張力（N），dpa，
dpb：コンクリート圧縮縁から圧縮側PC鋼材および引張側 PC鋼材
の重心位置までの距離（mm），dt，dc：コンクリート圧縮縁から引
張鉄筋および圧縮鉄筋の重心位置までの距離（mm），xn：コンク
リート圧縮縁から中立軸位置までの距離（=（qpr/（k1k3））D）（mm），
qpr：鋼材係数（=（（Tpc＋Tpy）+（Tsy−Csy））/（bDσB）），b，D：梁幅，
梁せい（mm），σB：コンクリート圧縮強度（N/mm2），k1，k2，k3：
曲げ圧縮部コンクリートのストレスブロック係数，である。各記
号の詳細な定義は文献 5）を参照のこと。

　　　　　　　　　 b0D　　Qsu＝b0 j0 pww fy＋──（νFc−2 pww f y）tanθ ⑸　　　　　　　　　　　2

ここで，b0：重心軸位置での断面幅（mm），j0：圧縮鉄筋と引張鉄
筋の重心間距離（mm），pw：せん断補強筋比（≦ 0.012），w f y：せ
ん断補強筋の規格降伏点強度（N/mm2）（≦ 390 N/mm2），D：断面
せい（mm），ν：コンクリート圧縮強度の有効係数，Fc：コンクリ
ート圧縮強度（N/mm2），θ：トラス角度，である。各記号の詳細
な定義は文献 2）を参照のこと。

梁部材の部材種別判定に用いる指標は，表 - 2に示す
とおり，破壊形式およびコンクリート圧縮強度に対するせ
ん断応力度τuの比（以下，せん断応力度比）のみである。
実験で得られた限界変形角 Ruとせん断応力度比およびせ
ん断余裕度 Qsu/Qmuの関係を図 - 1および図 - 2にそれぞ
れ示す。なお，文献によって限界変形点の定義が異なるた
め，最大耐力の 80 %まで低下した点とした結果を中空印，
80 %を超える耐力で限界変形を定義（最大耐力の 80 %ま
で低下しなかった試験体も含む）した結果を中実印でそれ
ぞれ図中に示している。

図 - 1より，せん断応力度比の増加に伴って限界変形
角が全体的に低下する傾向が若干見られるが，せん断応力
度比は最大でも 0.143であり，FA部材と FB部材の閾値で
ある 0.15を超えた試験体は存在しなかった。すなわち，
全試験体がせん断に対する保証設計（せん断余裕度≧ 1.3）
で FAまたは FD部材と判定され，FBおよび FC部材と判
定された試験体は存在しなかった。また，図 - 2より，
せん断余裕度の増加に伴って，限界変形角の下限値が増加
する傾向が確認された。
ここで，FA部材と判定された試験体 124体（限界変形

角が不明な試験体除く）のうち，最大耐力の 80 %まで耐
力低下した点で定義した限界変形角が 2.5 %を下回った試
験体が 10体，最大耐力の 80 %まで耐力低下せずに載荷
を終了し，その時の変形角が 2.5 %を下回った試験体が 1
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体存在した。前者のうち 8体は，式⑷の鋼材係数 qpr（式
⑴の鋼材係数 qNとは定義が異なる）が 0.4を超えた試験
体（図中の×印，＋印）であったことから，FA部材の判
定において，鋼材係数による制限（qpr≦ 0.4）を設けるこ
ととした。また，残りの 2体は，鋼材係数 qprは 0.2前後
と比較的小さいものの，せん断補強筋比が 0.3 %に満たず，
梁端部コンクリートの圧壊や普通強度鉄筋の座屈に起因し
て耐力低下したとみられる試験体であった。このため，鋼
材係数が制限値以内であっても比較的大きい場合や，普通
強度鉄筋の曲げ耐力寄与率が大きく，普通強度鉄筋の座屈
が耐力低下に大きく影響するような場合には，柱の構造規
定を参考にするなどしてせん断補強筋の配筋を検討するこ
とが必要である。後者は，同シリーズの試験体の挙動を勘
案すると，載荷を継続していれば大変形まで水平荷重を保
持したとみられる試験体であった。これらの試験体を除外
すると全試験体で限界変形角が 2.5 %を上回るため，現行
基準による PC造 FA梁部材が，RC造 FA梁部材が有する
変形性能の下限を上回る変形性能を有することが分かる。
このように，現行の判定基準では変形性能を過小に評価
する場合もあるが，危険側評価となることは少なく，大き
な問題は無いと考えられることから，鋼材係数 qprによる
制限（≦ 0.4）を設けた上で，表 - 2による判定基準を本
指針でもそのまま用いることが可能と考えられる。

3.3　部材種別と限界変形の関係（柱部材）
⑴　収集データ概要
前述の論文集などから PC造柱部材実験に関する 14編
を収集し，70体（ボンド 60体，アンボンド 10体）の柱
試験体のデータを抽出して実験データベースを構築した。
実験変数の頻度分布などの詳細は文献 4）を参照されたい。

⑵　検 討 結 果
収集した 70体の試験体を対象に，部材種別と変形性能
の関係について検討を行った。梁同様に，RC部材の FA
柱部材の変形性能の目安とされている限界変形角 2.0 % 3）

を基準とする。本検討では，曲げおよびせん断終局強度は
それぞれ式⑹ 5）および式⑸により算出した。

　Mu＝∑ Pidpi＋Tsydt−Csydc−（∑ Pi＋Tsy−Csy＋N）k2xn2＋ND/2

　　　　　　　　　　 dpi　　Pi＝　 0.25＋0.6 ───　Pei（≤ Pyi）（dpi ≤ xn1）　　　　　　　　　　qtotalD
　　　　　　　　　　 Pyi　　　　　　　（dpi＞ xn1）

　　　　　　　　 D　　　　　∑ Pyi＋Tsy−Csy＋N　　xn1＝0.85 qtotal ──，qtotal＝──────────　　　　　　　　 k1k3　　　　　　　 bDσB

　　　　 ∑ Pi＋Tsy−Csy＋N　　xn2＝─────────　　　　　　　k1k3bσB ⑹　

ここで，Pi：i段目 PC鋼材の曲げ終局時の引張力（N），xn1，xn2：
コンクリート圧縮縁から中立軸位置までの距離（一次近似値およ
び再計算値）（mm），k1，k2，k3：曲げ圧縮部コンクリートのスト
レスブロック係数，Pyi：i段目 PC鋼材の降伏耐力（N），Pei：i段
目 PC鋼材の有効引張力（N），dpi：コンクリート圧縮縁から i段
目 PC鋼材の重心位置までの距離（mm），Tsy：引張側鉄筋降伏時
の引張力（N），Csy：圧縮側鉄筋降伏時の圧縮力（N），b，D：柱幅，
柱せい（mm），dt，dc：コンクリート圧縮縁から引張鉄筋および
圧縮鉄筋の重心位置までの距離（mm），σB：コンクリート圧縮強
度（N/mm2），N：軸力（N）である。各記号の詳細な定義は文献 5）
を参照のこと。

柱部材の部材種別判定に用いる指標は，表 - 2に示す
とおり，破壊形式，せん断応力度比，内法スパン比，プレ
ストレスレベル＋軸力比および引張鉄筋比である。本検討
では，実験で得られた限界変形角 Ruと，変形性能に及ぼ
す影響が大きいと考えられるせん断応力度比，せん断余裕
度およびプレストレスレベル＋軸力比の関係を図 - 3，図
- 4および図 - 5にそれぞれ示す。なお，梁と同様に，限
界変形点の定義に応じて実験結果を中空印および中実印で
それぞれ図中に示している。

図 - 3より，梁同様に，せん断応力度比の増加に伴っ
て限界変形角が全体的に低下する傾向が見られるが，せん
断応力度比は最大 0.111で，FA部材と FB部材の閾値であ
る 0.1を超えた試験体は 2体のみであり，これらはせん断
に対する保証設計（せん断余裕度≧ 1.3）により FD部材
と判定された。また，FB部材と FC部材の閾値である
0.125を超えた試験体は存在せず，1体のみ FB部材と判定
された試験体は，プレストレスレベル＋軸力比が 0.35を
超えたことによるものである。すなわち，梁と同様に，柱
でもせん断応力度比により部材種別が決定された試験体は
存在しなかった。次に，図 - 4より，せん断余裕度の増
加に伴って，限界変形角の下限値が増加する傾向が確認さ

（×，＋は q ＞0.4）
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れた。なお，図 - 5に示すとおり，プレストレスレベル
＋軸力比が大きくなると，限界変形角が小さくなる傾向は
みられるものの，プレストレスレベル＋軸力比が 0.35を
超える試験体でも，限界変形角が 2.0 %を上回る試験体が
数体存在していることが分かる。FD部材と判定された試
験体でも限界変形角が 2.0 %を上回る試験体が相当数存在
しており，これらの試験体の多くはせん断補強筋が過密に
配筋された試験体や，せん断補強筋量は少ないもののプレ
ストレスレベル＋軸力比が非常に小さい試験体であった。
文献 3）では，せん断補強筋を過密に配筋することで，現

行の基準では FA部材と判定されないような軸力比が 0.35
を超える高圧縮軸力を受ける RC柱部材でも FA部材と同
等の変形性能を有する判定方法が示されている。現状では
数少ない高圧縮軸力を受ける PC柱試験体の実験データを
今後充実させることで，RC部材と同様の議論が可能にな
るであろう。
なお，FA部材と判定された試験体で限界変形角が 2.0 %
を下回った試験体は 3体であった。うち 2体は共にせん断
余裕度が 1.3に非常に近い試験体であったことに加えて，
プレストレスレベル＋軸力比が FA部材の上限に近い値で
あったのに対して，せん断補強筋比が 0.24 %と小さいこ
とが影響したとみられる。残りの 1体は十分大きなせん断
余裕度を有していたが，前述の 2体と同様に，プレストレ
スレベル＋軸力比が FA部材の上限に近い値であったのに
対して，せん断補強筋比が 0.40 %と比較的小さく，十分
な変形性能を発揮できなかったものと考えられる。
以上より，現行の部材種別判定による PC造 FA柱部材
の大半が，RC造 FA柱部材の変形性能の下限値以上の変
形性能を有することが示された。しかし，一部のせん断補
強筋量が少ない FA部材で限界変形角 2.0 %を下回ったこ
とから，特にプレストレスレベル＋軸力比が大きくなるよ
うな場合には，適切なせん断補強筋量を配筋することが望
ましいと言える。

4．お わ り に

現行の PC部材の部材種別判定基準が，RC構造で求め
られる FA部材の変形性能の下限値の目安をおおむね評価
できることを確認した。しかし，RC部材とは異なる PC
部材特有の履歴性状を勘案したうえで，要求変形性能に関
する更なる議論が必要であることや，過去の判定基準では
考慮されていた梁部材のプレストレスや曲げ拘束筋の効果
をどのように判定に考慮するかが今後の課題である。また，
本検討を行うにあたって作成した実験データベースから，
PC部材の構造実験例（とくにアンボンド PC部材）がき
わめて少ない現状が改めて浮き彫りとなった。RC構造に
比べて PC構造の建築設計者や研究者が少ない現状では仕
方がない一面もあるが，若手を積極的に取り込んで活性化
させていく必要がある。PC保有耐力指針が発刊されるこ
とによって，PC構造の建築物への適用拡大の一助となれ
ば幸いである。
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